
環境配慮基本協定 

 

 宮城県（以下「甲」という。），大和町（以下「乙」という。）及び東京エレ

クトロン宮城株式会社（以下「丙」という。）は，丙が宮城県黒川郡大和町テク

ノヒルズ１番地に設置する事業所（以下「事業所」という。）における環境配慮

の取組の実施について，次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条  この協定は，丙の事業活動により生じる環境負荷の低減のため，丙の自  

 主性をもって行う環境配慮の取組について必要な事項を定めるとともに，県民  

 等に対し環境配慮の取組状況を明らかにすることにより，甲乙丙が協力し環境 

 に配慮した事業活動を促進し，環境の保全に資することを目的とする。 

 

 （環境マネジメントシステムの構築と運用） 

第２条 丙は，甲が定める事業活動における環境配慮推進ガイドラインの主旨に 

  沿って環境配慮計画を策定し，その計画に基づき環境に配慮した事業活動に努  

  める。 

２ 丙は，事業活動における環境配慮を実施した結果の確認を行い，その結果，

実施内容が計画に沿っていない場合は，必要な見直しを行う。 

３ 丙は，環境マネジメントシステムの第三者認証を取得するよう努める。 

 

 （情報の公開） 

第３条 丙は，事業所における環境配慮の取組状況を公開するとともに，広く県

民等から意見を求めて，丙が構築した環境マネジメントシステムの改善に努め

る。 

２ 丙は，前条に規定する内容について，年度ごとに環境配慮報告書を作成し， 

 翌年度６月末日までに，甲及び乙に報告する。 



 

 

 （環境配慮の取組への支援） 

第４条 甲及び乙は，丙が実施した環境配慮の取組内容及び成果を，それぞれの

広報媒体（広報誌及びインターネット等）で公開し，県民等に対し広く周知す

ることにより丙の活動に対する認知度の向上に努める。 

 

 （遵守状況の確認等） 

第５条 甲及び乙は，この協定の目的を達成するために必要な限度において，こ

の協定の遵守状況等について丙に報告を求め，甲及び乙の職員に，事業所に立

ち入り，確認させることができる。 

 

この協定を証するため，本書３通を作成し，甲乙丙記名押印の上，各自その１

通を所持する。 
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